
◎国家公務員の留学費用の償還に関する法律 
（平成一八年六月一四日法律第七〇号）   

一、提案理由（平成一八年四月一三日・参議院総務委員会） 

○国務大臣（竹中平蔵君） 国家公務員の留学費用の償還に関する法律案につきまして、

その提案理由及び内容の概要を御説明申し上げます。 

 この法律案は、昨年十月十八日の人事院からの一般職の職員の留学費用の償還に関す

る法律の制定についての意見の申出を踏まえ、国家公務員が留学中又は留学終了後早期

に離職した場合に、国が支出した留学費用の全部又は一部を償還させる制度等を整備す

るものであります。 

 次に、法律案の内容について、その概要を御説明申し上げます。 

 第一に、国の一般職の職員が、留学中に離職した場合には、国が支出した留学費用の

総額を、留学の終了後五年以内に離職した場合には、国が支出した留学費用の総額に留

学の終了後の在職期間に応じて百分の百から一定の割合で逓減するように人事院規則で

定める率を乗じて得た金額を、それぞれ償還させることとします。併せて、在職期間に

含まない期間、適用除外となる離職、特別職国家公務員等となった者に対する特例等を

定めることとしております。 

 第二に、防衛庁職員及び裁判所職員、特定独立行政法人及び日本郵政公社の職員並び

に地方公共団体の職員についても、国の一般職の職員に対する措置に関する規定を準用

すること等を定めることとします。 

 このほか、施行期日等について規定するとともに、関係法律について必要な規定の整

備を行うこととしております。 

 以上がこの法律案の提案理由及び内容の概要であります。 

 何とぞ、慎重御審議の上、速やかに御賛同あらんことをお願いいたします。 

二、参議院総務委員長報告（平成一八年四月一九日） 

○世耕弘成君 ただいま議題となりました法律案につきまして、総務委員会における審

査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、国家公務員が留学中又は留学終了後早期に離職した場合に、国が支出し

た留学費用の全部又は一部を償還させる制度等を整備しようとするものであります。 

 委員会におきましては、国家公務員の留学及び留学後の早期離職の実態、留学制度の

本質的な改善の必要性、留学費用の償還と公職選挙法上の寄附との関係、労働基準法上

の賠償予定禁止との整合性等について質疑が行われました。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対し五項目から成る附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一八年四月一八日） 



 政府及び人事院は、本法施行に当たり、次の事項に配慮すべきである。 

一、行政官長期在外研究員制度等の派遣研修の運営に当たっては、研修の実効性を確保

するとともに、制度に対する国民の信頼を確保し、もって公務の能率的な運営に資す

るよう計画を立案し、実施すること。 

二、派遣研修の実施に当たっては、幅広い視野や専門性を備えた幹部要員を育成し処遇

する観点から、採用試験の種類及び区分にとらわれない選抜審査を行うよう努めるこ

と。また、派遣先についても、派遣研修の趣旨が活かせるよう十分配慮すること。 

三、派遣研修を実施したときは、研修計画の改善、職員の活用その他の人事管理に資す

るため、その効果を把握するとともに、記録を適切に作成し、その公表を行うこと。 

四、国家公務員の留学の趣旨が、その成果を公務に活用することであることにかんがみ、

人事院は行政官長期在外研究員等の適正な選抜審査に努め、各府省の長は職員を留学

させるに当たり、当該職員が留学中又は留学終了後早期に離職することのないよう十

分配慮すること。 

五、人事院は、研修の適切な実施を確保するため、その総合的な企画並びに各府省が実

施する研修に関する調整、指導及び助言を積極的に行うほか、その実施状況について

調査を行うとともに、報告を求めること。 

  右決議する。 

三、衆議院総務委員長報告（平成一八年六月八日） 

○中谷元君 ただいま議題となりました国家公務員の留学費用の償還に関する法律案に

つきまして、総務委員会における審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、国家公務員の留学の趣旨が、その成果を公務に活用することであることにか

んがみ、国家公務員が留学中または留学終了後早期に離職した場合には、国が支出した

留学費用の全部または一部を償還させる制度等を設けようとするものであります。 

 本案は、参議院先議に係るもので、去る五月二十三日本委員会に付託され、六月一日

竹中総務大臣から提案理由の説明を聴取いたしました。同月六日質疑を行い、採決の結

果、本案は全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一八年六月六日） 

 政府及び人事院は、本法施行に当たり、次の事項に十分に配慮すべきである。 

一 行政官長期在外研究員制度等の派遣研修については、研修のため派遣された職員が

研修中又は研修終了後早期に離職することを防止するため、本法の適切な運営と併せ

て、留学費用の償還以外の方策についても幅広く検討を行い早急な具体化に努めるこ

と。 

二 研究機関等への派遣等本法の対象となる留学に類するものについて、本法に基づく

留学費用の償還に相当する措置をとる必要性を検討し、必要に応じ対応を図ること。 


